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１．はじめに

現在我が国における乗合バス事業は非常に厳しい

環境におかれており、地域によっては路線の縮小・

撤退が進んでいる。こうした状況の中で、既存の路

線バスではカバーできない少ない需要や多様なニー

ズに応える新しい交通サービスとして、自治体主導

型のコミュニティバスを導入する事例が増えている。

そこで本稿では、千葉県内の自治体を対象とし、

コミュニティバスの最近の動向を探るとともに、コ

ミュニティバスを有効に活用するために、運行に関

わる自治体がどのような施策を行っているのかを調

査し、その効果について把握する。

２．千葉県でのコミュニティバスの導入状況

千葉県では1984（昭和59）年に導入した富浦町が

最初であり、1995（平成７）年までは丸山町と流山

市が導入しただけであったが1996（平成８）年以降

急増傾向にある。2001（平成13）年11月までの導入

状況の変遷を図－１に示す。2001年は９自治体が導

入し、現在では合計30の自治体でコミュニティバス

が運行されている。これは、県内80の自治体の約４

割を占める数である。なお、前回調査した1999（平

成11）年11月以降に導入した自治体を「新規導入自

治体」として扱う。

３．千葉県内コミュニティバスの特徴

千葉県内のコミュニティバスの特徴としては次の

表－１　導入自治体一覧表

４．各自治体の広報活動

導入自治体は広報活動として主に広報誌（新聞折

込配布など）やホームページ（HP）への掲載、パン

フレットの配布を行っている。自治体ごとの広報活

動内容を表－２に示す。多く利用されているのは広

報誌への掲載とホームページへの掲載であり、それ

ぞれ64％の18自治体、57％の16自治体が利用してい

た。ただし、広報誌は掲載時期が限られるという問

題がある。また、自治体のホームページへの掲載だ

図－１　導入状況の変遷
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５つが挙げられる。①運賃方式：86％の自治体が均

一制あるいは無料である。 ②使用車両：小型もしく

は中型の車両を使用している自治体が多い。 ③適用

法律条項：道路運送法第21条を適用している自治体

が大半である。④運行方式：89％の自治体が民間会

社に委託している。⑤運行目的：福祉や公共交通の

確保を目的とするところが多い。表－１に導入自治

体の一覧を示す。なお、表中の海上町から茂原市ま

でが新規導入自治体である。

使用車両 路線長 乗客数
(定員) (ｋｍ) (人/便)

富浦町 廃止代替 1 距離 小型(28) 80条 直営 14.0 5.8
丸山町 廃止代替 1 距離 中型(47) 80条 委託 15.4 1.0
流山市 公共施設循環 2 無料 小型(29) 21条 委託 52.0 14.8
沼南町 福祉 3 無料 中型(45) 80条 直営 82.0 12.0
栄町 公共交通確保 2 均一 小型(29) 21条 委託 46.8 9.0

八日市場市 廃止代替 5 均一 中型(49) 21条 委託 171.1 12.0
印旛村 公共交通確保 5 均一 小型(29) 21条 委託 103.0 3.6
富山町 公共交通確保 1 均一 中型(34) 80条 直営 36.0 9.5
八千代市 公共施設循環 4 均一 中型(47) 21条 委託 91.4 14.3

印西市 公共交通確保 3 均一
大型(60)
中型(45)

21条 委託 121.0 11.7

千葉市 公共交通確保 1 均一 中型(45) 21条 委託 17.0 6.2
白井市 公共施設循環 4 均一 中型(36) 21条 委託 85.5 4.8
我孫子市 公共交通確保 1 均一 小型(28) 21条 委託 10.0 7.0
市原市 福祉 2 無料 小型(10) 80条 委託 52.0 4.9
栗源町 福祉 3 距離 小型(29) 21条 委託 45.0 2.0

夷隅町 公共施設循環 4 均一
小型(26)
大型(60)

21条 委託 98.3 6.3

八街市 福祉 4 均一 小型(24) 21条 委託 152.4 12.7
海上町
東庄町
干潟町

袖ヶ浦市 通勤、通学 1 距離
大型
中型

21条 委託 6.5 2.5

四街道市 公共交通確保 1 均一 小型(11) 21条 委託 13.5 5.9
鎌ケ谷市 福祉 4 均一 中型(40) 4条 委託 60.2 7.1
長柄町 福祉 1 均一 小型(26) 21条 委託 48.0 6.3
松尾町 鉄道代替 1 均一 中型(45) 42条 委託 31.5 6.8
富里町 福祉 5 均一 小型(15) 21条 委託 73.0 2.0

大原町 公共交通確保 6 無料
小型(10)
小型(26)

21条 委託 85.3 6.8

下総町 福祉 1 無料 小型(28) 80条 委託 40.0 5.4
東金市 公共交通確保 1 均一 小型(16) 21条 委託 30.0 8.8
茂原市 公共交通確保 2 均一 小型(22) 21条 委託 47.0 6.7

6.84条 委託 14.8

運行
方式

自治体名 運行目的 系統
運賃
方式

法律
条項

福祉 1 均一 中型(30)
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６．おわりに

本研究では、千葉県を対象としてコミュニティバ

ス導入状況の変遷を整理し、運行特性を把握した。

また一便あたりの利用者数を比較した結果、利用者

増加策の実施により利用者数に差がみられることを

示すとともに、対策の効果についても表わすことが

できた。

最後にアンケート調査並びに訪問調査にご協力し

て頂いた千葉県内の自治体の担当者の方々に深くお

礼申し上げます。
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表－２　広報活動表
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図－２　利用者数の変化

けでは、情報提供として

高齢者などの利用者への

配慮としては欠けている。

広報誌やホームページで

の広報には経費がかから

ないのに対して、パンフ

レットは作成する部数に

もよるが約50万円の経費

がかかるためあまり利用

されていない。表－２に

示したこと以外にも、住

民との協議を行ったり、

車両のデザインや愛称の

募集を行い、コミュニティ

バスへの関心を高めてい

る自治体もあった。自治体側は、住民に利用を促す

ためには定期的に、また積極的に広報活動を行うべ

きである。

５．利用者増加策の効果

導入直後１年間と最近１年間の利用者数の変化を

図－２に示す。増加している自治体は11自治体、減

少しているのは６自治体であった。新規導入自治体

については導入してからの期間が短いため、別に扱

1 富浦町 × × ×
2 丸山町 ○ ○ ×
3 流山市 × ○ ×
4 沼南町 × ○ ×
5 栄町 ○ ○ ×
6 八日市場市 ○ × ×
7 印旛村 × × ○
8 富山町 ○ ○ ×
9 八千代市 ○ ○ ×
10 印西市 × ○ ×
11 千葉市 ○ × ○
12 白井市 ○ ○ ○
13 我孫子市 × ○ ×
14 市原市 × × ×
15 栗源町 ○ × ×
16 夷隅町 ○ ○ ×
17 八街市 ○ ○ ×
18 海上町 ○ ○ ×
19 袖ヶ浦市 × × ×
20 四街道市 ○ ○ ○
21 鎌ケ谷市 × ○ ○
22 長柄町 ○ × ×
23 松尾町 × × ○
24 富里町 ○ × ×
25 大原町 ○ ○ ○
26 下総町 ○ × ×
27 東金市 ○ ○ ×
28 茂原市 ○ × ×

合計 18 16 7

自治体名 広報誌 ＨＰ パンフ
レット

Ｎｏ

うことにする。

次に増加した要因を把握するため利用者増加策を

実施しているか否かで比較を行った。

利用者増加策を実施した４つの自治体と実施して

いない６自治体の乗客数の変化を図－３に示す。

利用者増加策を実施した４つの自治体のうち３つ

の自治体では利用者数が増加していた。印西市はバ

ス停の追加設置、栄町は二度に渡る運行便数増加と

運賃の値下げ、八千代市はルート変更によって乗客

を増加させることに成功した。一方、減少していた

富山町はＪＲのダイヤ改正に合わせコミュニティバ

スのダイヤを改正したものであり、ダイヤを改正す

るだけでは、利用していない住民への強いアピール

にはならなかったためと考えられる。

利用者増加策を実施していない自治体に関しては、

栗源町を除く５つの自治体では利用者数が減少して

いた。このことから、住民のニーズに応える運行を

しなければ利用者数は停滞もしくは減少すると考え

られる。

分析の結果を見る限り利用者の要望を取り入れる

ことは利用者の増加につながることがわかった。し

かし、千葉県内では少ないことから、積極的に住民

の意見・要望は取り入れるべきであるといえる。

図－３　利用者数の変化
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